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要約

災害救援現場でコンディション管理に極めて重要な役割を果たすのが「食」であるが、これまで消防隊員の“食のあ

り方”についてはほとんど検討されていない。本研究では消防本部の備蓄食の実態を把握するとともに、保安職業従事

者である警察本部、自衛隊の備蓄食の実態も併せて把握し、緊急事態に備えた備蓄食の現状を明らかにすることを目的

とした。調査の結果、自衛隊では、備蓄に関する目標量や備蓄内容などに基準が設けられていた。消防本部と警察本部

の災害備蓄食は各地方自治体に任されていた。低予算で高エネルギーを摂取することのできる新しい備蓄食を開発する

必要があると考えられた。

キーワード：消防官、警察官、自衛官、備蓄食、高エネルギー食品、低予算（コストパフォーマンス）

Summary 
“Food” plays an important role in condition management of rescue personnel (disaster response team) in disaster situa-

tions.  However, to date, there has been little consideration or scientifi c study on “proper way to food/eat” for Fire-Fighters.  In 
this research, we aim to reveal actual condition of the disaster situation-reserve food (DSRF) for the emergency, including Fire-
Fighters, Police and Self-Defense Force (SDF).  Our investigation revealed that the SDF has a set standard for emergency food 
stockpiles.  On the other hand, the DSRF used under disaster conditions for Fire-Fighters and Police is the responsibility of the local 
government(s).  We propose development of DSRF with high energy and which can be developed with affordable cost (low-budget).
Key words: fi re­fi ghter, police offi cer, self­defense offi cial, emergency food stockpiles, high­energy food, low budget (cost perfor­
mance)

Ⅰ．緒言

我が国は諸外国と比べて、台風や大雨、大雪、洪水、

土砂災害、地震、津波、火山噴火などの自然災害が発

生しやすい国土である 1）。最大震度 7 を記録した地震 2）

を振り返ると、1995 年 1 月の阪神・淡路大震災、2004

年 10 月の新潟県中越地震、2011 年 3 月の東日本大震災、

そして今年 4月の熊本地震が挙げられ、全国各地で災害

が多発している。また近年は、集中豪雨による被害も大

きくなってきている。昨年 9月の関東・東北豪雨では 3

県 18 市 8町に災害救助法が適用され、激甚災害に指定

された。このような災害多発時代に、これらの災害救援

現場で人命救助を始め、ライフラインの確保など復旧に

向けた活動を一手に引き受けるのが全国各地から派遣さ

れる消防官や警察官、自衛官である。この緊急時に充分

な任務を果たし、かつその後の平常業務にも支障をきた

すことのないコンディション（パフォーマンス発揮のた

めに必要な心身の状態）を維持することは極めて重要で

あり、そのコンディション管理に極めて重要な役割を果

たすのが「食」である。しかし、これまで災害現場で活

動する消防隊員の“食のあり方”についてはほとんど検

討されていない。

東日本大震災では、発災 3 日後に避難者の数が最大

となり、その数は約 47 万人 3）、保安職業従事者 4）であ

る消防官・警察官・自衛官は延べ 1,072 万人動員された

という記録が残っている 5）。近い将来起こると予想され
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ている首都直下地震や南海トラフ地震では、百万人を超

える被災者が想定されて 3）おり、東日本大震災よりさ

らに多くの保安職業従事者が活動することが予想される。

本研究では、消防本部の備蓄食の実態を把握するととも

に、類似の保安職業従事者である警察本部、自衛隊の備

蓄食の実態も併せて把握し、緊急事態に備えた備蓄食の

現状を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．方法

1．保安職業従事者の備蓄食の調査

各組織の備蓄食の現状を把握するため、以下の方法で

調査を行った。

1-1．消防本部

大規模災害を経験した本部のほか、近い将来巨大地震

が発生すると予測されている 9か所の消防本部に対して、

平成 28 年 6 月に質問紙調査を実施した 6)。調査は質問

紙を電子メールにより送付し、電子メールで回収を行っ

た。その結果、対象とした 9消防本部すべてから回答を

得た。質問内容は、現在備蓄している活動食 (a について、

①どのような食品を、何食分（1 人当たり）備蓄してい

るか、②備蓄している食糧に関する基準や指針、③自由

記述、とした。なお本検討においては、警察本部と直接

比較できる内容のみを抜粋して検討項目とした。

1-2．警察本部

首都圏 8 か所の警察本部に対して、平成 28 年 8 月に

質問紙またはヒアリング調査を実施した。各警察本部に、

総務省消防庁の「消防防災科学技術研究推進制度」の検

証事業として、東京消防庁、マルハニチロ株式会社およ

び筑波大学体育系との間で「大規模災害発生時における

隊員の活動食と補給食の実用化に向けた検証」の共同研

究を進めていること、またこの検証研究は、消防隊員の

ための備蓄食を検討するものではあるが、保安職業従事

者にとっての“備蓄食”を考える基礎資料となり得る調

査であることを電話で説明したのち、備蓄食に関する質

問紙調査の協力依頼に関する依頼文を送付した。その

結果、75％（8 警察本部中 6 警察本部）から回答（郵送

回答 4件、電話回答 1件、ヒアリング調査 1件）を得た。

回答方法が異なるのは、それぞれの警察本部の回答法の

意向を尊重したためである。いずれの方法でも調査内容

は、①備蓄の目的、②どのような食品を、何食分（１人

当たり）備蓄しているか、③備蓄している食糧に関する

基準や指針、④自由記述、とした。

1-3．陸上自衛隊

平成 24 年 7 月に関東圏の陸上自衛隊に 2 回（1 回目

は給食班長 1 名対応、2回目は需品部技術第二課 4名対

応）、平成 28 年 8 月に防衛省陸上幕僚監部に対し 1回（装

備計画部総武計画課 2名対応）ヒアリング調査を実施し

た。ヒアリング内容は、陸上自衛隊のホームページに公

開されており、陸上自衛隊仕様書情報等に記載されてい

ること 8）の確認および、①戦闘糧食の位置づけ、②戦

闘糧食のメニューや選定方法、③陸上自衛隊の“食”に

関する基本方針、とした。

2．消防本部の備蓄食の内容を充実させた場合のコスト

および重量に関する検討

消防隊員が災害救援現場で食べる活動食に含まれる

べき栄養素の要件 7）を満たす約 4,000 kcal の活動食メ

ニュー例を、賞味期限等は考慮せず、東日本大震災後の

調査結果 7）から消防隊員に好まれたレトルトカレーや

温かい飲み物、野菜、また補食として好まれた魚肉ソー

セージを含むご飯を中心としたメニュー案として作成し、

3日間の平均重量および平均購入価格を算出した。

Ⅲ．結果

1．保安職業従事者の備蓄食の調査

質問項目は表 1のとおりとした。回答が得られた項目

には〇を、回答を得られたものの非公開とするものには

△、質問を行っていない項目については－を記入した。

1-1．消防本部の備蓄食の現状について（表 2）

調査対象消防本部は A～ Iと記載した。備蓄食がある

場合は〇とし、2 種類以上備蓄している場合は種類数を

記入した。備蓄選定基準や自由記述については、回答が

あった消防本部のみ記載した。

表 1　備蓄食の調査に関する質問項目

a 発災直後のライフラインや流通が途絶し、かつ後方支援が十分に期待できない期間に災害活動隊摂取する 1日に 3度

の食事のこと 7）
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9 か所の消防本部のうち、1 人 9 食分（3 日分）備蓄

しているのは 4 本部であり、3 食分（1 日分）備蓄して

いるのは 1本部、避難者向けの備蓄を優先している、ま

たは食品会社と提携したという理由で 4本部は備蓄して

いないという現状であった。備蓄内容に関しては、主食

としてはアルファ化米や乾パン、備蓄用パン、クラッカー

を、副食系としては缶詰や非常食セットを備蓄しており、

必要エネルギー量等の具体的な選定基準を設けている消

防本部は 2本部のみ、品目は定めてあるものの詳細な基

準がない消防本部も存在した。飲料水は 9本部中 4本部

のみ備蓄しており、消防本部はろ過機等を配置している

ため、飲料水の確保は重要視していないという現状が伺

えた。

他の消防本部と比較して、A 消防本部の備蓄内容につ

いて具体的な回答が得られたため、3日間の平均重量お

よび平均購入価格を計算したところ、1 日当たり重量は

1,700g、金額は 2,100 円となった。

1-2．警察本部の備蓄食の現状について（表 3）

調査対象警察本部は J～ Oと記載した。備蓄食がある

場合は〇とし、2 種類以上備蓄している場合は種類数を

記入した。備蓄選定基準や自由記述については、回答が

あった警察本部のみ記載した。

備蓄の目的は、管轄内で起きた災害応急活動に従事す

る警察職員のためであり、6 か所の警察本部のうち、1

表 2　消防本部の備蓄食の現状（参考文献 6）より抜粋）

表 3　警察本部の備蓄食の現状
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人 15 食分（5 日分）備蓄している本部が 1 本部、その

他 5 本部は 9食分（3 日分）備蓄していた。備蓄内容に

関しては、主食としてはアルファ化米や乾パン、ソフト

パンを、副食系としては缶詰や非常食セットを備蓄して

おり、内部規定等で基準備蓄量を決めていると回答した

警察本部は 3本部あったが、根拠基準がないと回答した

警察本部も 3 本部あった。飲料水は全ての警察本部で

備蓄しており、この点が消防本部と大きく異なる結果と

なった。

1-3．陸上自衛隊の備蓄食の現状について

陸上自衛隊において備蓄食に該当するものは、戦闘糧

食（レーション）と呼ばれるものである。以前は 1日の

目標摂取エネルギー量を昭和 46 ～ 47 年策定の防衛省と

して一律 3,300 kcal としていたが、平成 9～ 11 年に安

定同位体で標識した水を飲むことにより、日常生活下で

消費エネルギー量を推定することが可能な二重標識水法

を用いて1日の消費エネルギー量を推定し、現在は3,200 

kcal に統一して戦闘糧食を作成している。予算は１人

１日当たり 850 円（1食 330 ～ 700 円であるが、調達す

る数量等を調整して全体としては予算内で運用）、栄養

素については日本人の食事摂取基準に準じ、さらに防衛

省内の管理栄養士等により調整が加えられた自衛隊独自

の基準を設定している。また、メニューは 5年に一度見

直しを行っている。

戦闘糧食はⅠ型とⅡ型に分かれ、缶詰とレトルトタイ

プで構成されている。以前は耐衝撃性能に優れ、外装等

の不良品の発生頻度が少なくコストパフォーマンスがよ

かった缶詰（メニュー 8種類）が中心であったが、冷た

いものは隊員の士気を下げるため望ましくないこと、ま

た東日本大震災の際に問題となった食べ終えたあとの

処理方法、さらにレトルトに比べて重くかさばること

がきっかけとなり、現在は缶詰タイプをなくす方向で動

いている。レトルトタイプの非常食（戦闘糧食Ⅰ型、非

常用糧食、軽包装型、賞味期限 3年）は、白飯 2パック

と副食 2種類、先割れスプーンが 1セットになっており、

20 種類の献立がある（表 4）。またレトルトタイプの非

常食（戦闘糧食Ⅱ型、賞味期限 1年）は、白飯 2パック

と副食 2種類、先割れスプーンが 1セットになっており、

21 種類の献立がある（表 5）。レトルトタイプは缶詰よ

りも軽量でかさばらず、食べ終えたあとのゴミの処理が

容易であることもメリットとして挙げられ、戦闘糧食

のメニューはいずれも 1 食約 1,000 kcal となっており、

仕様書によって事細かく規定されている 8）。

表 4　戦闘糧食Ⅰ型（軽包装型）メニュー 20 種類
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災害派遣の際には間食に相当するものとして「増加食」

が用意されている。予算は 1日 403 円であり、クッキー

やビスケット、煎餅、インスタントラーメン、パックゼ

リー、栄養補助スナックなどが提供されるが、自衛隊用

に開発された食品ではない。

非常用糧食の運用について、戦闘糧食は 4 日目まで、

個人糧食は 5 ～ 9 日目、部隊糧食は 10 日目からを目標

に運用することになっている (b が、1週間～ 1か月程度、

人命救助が終わるまでは基本的には戦闘糧食を食べて過

ごすこともあるため、栄養バランスには十分配慮された

ものとなっている。

2．消防本部の備蓄食の内容を充実させた場合の重量お

よび費用に関する検討

災害派遣現場においては、後方支援隊によって食糧等

の確保が行われるが、各消防隊員は、必要な携行品（個

人の必要とする食品を含む）は各個人でリュックサック

等に入れて持ち運びすることが原則となっており、発災

直後の迅速な出場下においては、後方支援隊の確保・整

備の進捗状況により、各個人の携行品の重要性が高まる

ことが考えられる。消防本部の備蓄食の内容を充実させ

た場合の“費用”および、持ち運びを考え“重量”につ

いて検討するため、食べやすくかつ入手しやすく、備蓄

可能な食品の組み合わせで、かつ飽きのこないメニュー

となるように工夫し、消防隊員が災害救援現場で食べる

活動食に含まれるべき栄養素の要件 7）を満たす約 4,000 

kcal の活動食メニューを作成した。備蓄食の内容を充

実させた場合の 3 日間の平均重量は 3,200g、平均購入

金額は 6,000 円となり、A消防本部（重量は 1,700g、金

額は 2,100 円）と比較した結果、現在の備蓄食（約 2,700 

kcal）と比べて、重量は約 2倍、予算は約 3倍という結

果となった（表 6）。

表 5　戦闘糧食Ⅱ型（軽包装型）メニュー 21 種類

b 「駐屯地給食」以外で食べる食事が「野外糧食」であり、その内訳として「個人糧食」と「部隊糧食」がある。「個人

糧食」に「戦闘糧食」があり、耐久性と賞味期限によって「Ⅰ型」と「Ⅱ型」に分類されている。

 
表 6　既存レトルト食品を組み合わせた 3日分のメニュー例
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Ⅳ．考察

大規模災害時に最前線で活動する消防官の備蓄食の現

状について、警察と自衛隊の備蓄食の現状と比較するた

め、質問紙調査・ヒアリング調査を行った。

消費エネルギー量が多いことが推定される消防官にお

いて、必要とされるエネルギー量ではなく、多くの本部

が予算状況に応じて食の備蓄を行っている現状、また質

問紙調査の自由記述欄やヒアリング調査から、統一した

基準や指針がないため、どのような食品を備蓄すればよ

いのか試行錯誤を繰り返していることも明らかとなった。

また、行政事務を担当する中央省庁の災害対策について

総務省のホームページ上で検索し、2 つの府省に、個別

に備蓄内容についても問い合わせを実施した結果、何

日分、何人分の備蓄をするよう目標は定められている 9）

ものの、食の備蓄内容に関しては、1 つの府省は市販の

ものを備蓄、もう 1つの府省は備蓄内容を検討中との回

答を得た（表 7）。

先行研究やアスリートに最適なエネルギーおよび栄養

素摂取を参考に、災害救助活動中の消防隊員のコンディ

ションの維持と力を発揮することのできる望ましいエネ

ルギー量について検討した結果、大規模災害時の活動食

の推定エネルギー必要量として 3,000 から 4,000 kcal

程度に設定するのが妥当と考えられている 7）。エネル

ギー量（2,400 または 2,617 kcal）を基準に備蓄してい

る消防本部も 2本部あったが、それでも 1,000 kcal 程

度足りないということになる。消防と警察の備蓄食の基

準として、容易に食べることが可能か否かを挙げている

本部もあったが、基準はないとの回答が大多数を占めた。

つまり、食べやすさや栄養素等に配慮した食品ではなく、

保存性とコストパフォーマンスのよいアルファ化米や乾

パンが主流となっていることが読み取れる。消防・警察

本部は公的機関であるため、備蓄食糧の調達は一般競争

入札等で購入することになる。各自治体の消防本部の予

算も行政規模に比例しているため、多くの消防本部は今

回対象とした大規模本部の予算よりも低い予算である

ことが予想される。購入するものは選ぶことはできるが、

このような限られた予算内で必要エネルギー量や栄養素

を満たすのは困難であるという実態が明らかとなった。

また消防本部と警察本部の備蓄は、発災場所を問わず

災害時に使用できるものではなく、備蓄予算が所轄での

活動に限られる原資内で発生した災害応急活動や緊急時

に消防活動や警察活動に従事する消防官や警察官のため

に行っているため、管轄外の被災地へ緊急消防援助隊や

広域緊急援助隊などの応援部隊として派遣される場合に

は、隊員自ら食糧を購入して現地へ持参することが原則

となっているとの回答であった（管轄内で備蓄している

ものを持ち出す場合は、後日購入して補填するとの回答

も有り）。以上より、備蓄食を充実させることも必要で

はあるが、いつでも場所を問わず、低予算で高エネルギー

摂取を可能とするものが入手できるようになることが望

ましいと考えられる。

既存レトルト食品の組み合わせによる検討では、価

格は現在よりも約 3倍高く、重量では約 2倍重くなった。

持ち運びや保管場所を考えるとコンパクトで軽量が望ま

れ、さらに予算内で必要人数分の備蓄を行うためには、

低価格のものが望まれる。陸上自衛隊の戦闘糧食につい

ては、食は基本という考え方から 60 年以上も前から検

討を重ねて作られている。このような栄養素等に配慮さ

れ、かつ比較的低価格の食品を消防本部や警察本部でも

活用していくことができればよいのではないかと思われ

た。生活習慣病予防の観点などからの低カロリー志向の

世の中の流れと逆行する形ではあるが、今後、低予算で

高エネルギーを摂取することのできる新しい備蓄食を開

発する必要があると思われる。

首相官邸から「家庭でも飲料水 3 日分（1 人 1 日 3L

が目安）、非常食 3 日分の食料を準備」、さらには「南海

トラフ巨大地震では 1週間分以上の備蓄が望まれる」と

通達されている 10）が、費用対効果の高い備蓄に適した

食糧の更なる開発、また災害に備えた備蓄ではなく、日

常生活での消費サイクルに落とし込むことができる食

糧が必要となってくると思われる。また、東日本大震災

後から毎年 2 月に行っている「減災調査 2016」の結果

によると、各家庭で非常食を備えていない割合は 24％、

残りの 76％の人が水と食料の両方または片方を備蓄し

ていると答えている 11）。多くの人が備蓄に関心を持つ

ことで、さまざまな種類の備蓄食が開発され、また多く

の人が購入することによって単価も下がることが予想さ

れるため、社会全体として備蓄意識が高まることが望ま

しいと考えられる。一般家庭での備蓄意識の高まり、ま

た高齢者や乳幼児等の要配慮者に対する食の問題への対

応策も考えられてきている 12）現在、災害現場で危険と

隣り合わせで困難に立ち向かって活動する消防官や警察

官の“食”について、ただ命を繋ぐことだけを目的とす

表 7　消防本部および警察本部と府省の備蓄実態まとめ
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るのではなく、コンディションにも配慮した“食”とな

るよう意識転換が必要となってきていると考えられる。

Ⅴ．結論

消防本部や警察本部の備蓄食の現状は、救助現場での

活動等で必要と考えられるエネルギー量を満たしている

とは言えない。救助活動中に困難に立ち向かって活動す

る消防官や警察官、自衛官にとって役立つ、備蓄食が求

められる。
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